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技能に関する一考察 
―アーキテクチャ論からみる日中比較― 
木村典弘 
 
１．はじめに 
 
改革開放以降の中国経済に関する議論でみられるのは、それを脅威とみる「脅威論」や
販路の拡大と捉える「機会論」等である。これらに加えて、知的財産権に係わる「技術漏
出警戒論」から、国際原材料市場における需給バランスの変化が価格上昇の一因になると
いう「中国発インフレ論」まで多岐にわたる1。 
だが、これらの議論では、過剰な楽観論と過剰な悲観論との間で右往左往してしまう結
果、過剰反応に陥る懸念がある。製造業の分析に関して代表的な研究者である藤本隆宏に
よれば、この要因は、もの造りの現場で繰り広げられた競争行動の実態が反映されなかっ
たことにある。 
そこで、本論文では、もの造りの現場に根差したフレームワークであるアーキテクチャ
論に基づいて分析する。その成果から、日本経済と中国経済との特徴を見出す。あわせて、
構造的な課題に対する方策について分析する。ただし、議論の拡散を防ぐために、本論文
では、主に製造業を念頭に置きつつ、形成される技能の性質に焦点を絞って分析する。 
本論文の構成は、以下の通りである。 
まず、次節となる第 2 節では、アーキテクチャ論に基づいた議論の前提とするために、
日中における雇用契約の相違点を見出す。 
第 3 節では、藤本が提示するアーキテクチャ論と、中川功一によって試みられた企業の
知識理論の導入に基づく製品アーキテクチャ論の再構築の成果とを統合する。これによっ
て、アーキテクチャ論に係わる概念を整序する。 
第 4 節では、技術革新に由来する製品アーキテクチャの変化への対応に関する議論から
整理する。その上で、アーキテクチャの比較優位論に基づいて、日本企業と中国企業から
それぞれ見出される特徴を対比する。これらの成果から、日中それぞれの企業において労
働者に求められる役割および直面する課題への対応策を分析する。 
                                                  
1 中国経済に関する「脅威論」や「機会論」、「技術漏出警戒論」ならびに「中国発インフレ論」について
は、藤本（2004）の 188-194 頁および第 6 章に加えて、藤本・新宅（2005）のⅳ-ⅷ頁を参照。 
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２．雇用契約に関する日中比較 
 
本節の対象は、日中における雇用契約の相違点を見出すことである。そのために、労働
法政策の視角から、日本型雇用システムについてみる濱口桂一郎の研究成果をみる2。 
まず、雇用契約の性質から日中の労働市場を比較する。中国の場合、企業内の労働が職
務として切り出される。その上で、各職務に対応する労働者が採用され、定められた労働
に従事する。 
これに対して、日本型雇用システムの場合、一括された企業内の労働が雇用契約の目的
とされる。このため、労働者には、企業内のすべての労働に従事する義務がある。その一
方で、使用者には、それを要求する権利が存在する。つまり、「具体的な職務を定めない雇
用契約による地位設定契約」こそが、日本型雇用システムの最も重要な本質となる。ここ
から、雇用管理・報酬管理・労使関係に関する日中それぞれの特徴が見出せる。 
雇用管理に関しては、中国の基本的な枠組みでは、職場の管理者が予算の範囲内で、必
要な労働者を採用し、不必要になれば解雇される。つまり、企業が必要なときに労働者の
採用を行うのが原則である。このため、解雇権に制約があるとしても、景気変動に応じて
労働力の調整が行われるのはやむを得ないとされる。また、雇用管理に係わる権限は、必
要とする各職場の管理職に与えられる。移動については、ある職務につく前に、自ら企業
外部で教育訓練を受けて職業能力を身につけることが要求される。すなわち、特定の職務
に熟練することで、より高い賃金で他の企業に就職することが可能になる。 
これに対して、日本で確立されたのは、年度の変わり目に一斉採用されるしくみである。
そして、採用権限は、現場の管理者ではなく、人事部局等に中央集権的に与えられる。解
雇に関しても、労働者個人の能力や行為を理由とする普通解雇よりも、仕事の減少に由来
する整理解雇の方が厳しく制限される。これに加えて、人事異動によって、担当する職務
が定期的に変化することが原則となる。この結果、労働者に求められるのは、特定の職務
についてのみ熟練するのではなく、企業内のさまざまな職務の経験を基にした熟練である。
また、ある職務については未経験で熟練していない労働者が担うことになるので、企業内
で実施される教育訓練が重要になる。その方法として一般的なのが、実際についた職務の
作業を通じて技能形成を図る「OJT（On the Job Training）」である。 
報酬管理に関しては、中国の場合、同一労働同一賃金が賃金決定の原則である。具体的
                                                  
2 濱口の研究成果については、濱口（2009）の 1-22 頁および濱口（2011）の 16-35 頁を参照。 
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には、個々の職務ごとに賃金が定められる形で雇用契約が締結される。このとき、同じ職
務に従事する限りは、賃金額の自動的な上昇はあり得ない3。 
これに対して、日本型雇用システムでは、雇用契約で職務が定められないので、職務に
対応した賃金決定は困難である。なぜならば、労働者が、賃金の高い職務につきたがった
り、賃金の低い職務への異動を嫌がったりするからである。その結果、企業にとって必要
な人事配置や人事異動が実施困難になり、長期雇用制度の維持も困難になる。それ故に、
日本型雇用システムでは、職務とは切り離された形で賃金が決定される。具体的には、当
該職務においてあげた成果等の客観的な要素に加えて、職務を遂行する能力や意欲、努力
等のような主観的な要素が、査定時の重要な要素とされる。つまり、企業のメンバーとし
ての忠誠心が要求される。また、組織上の地位の昇進には、企業の必要に基づく人事異動
という面だけでなく、労働者に対する報酬という面もある。これによって、ホワイトカラ
ー労働者だけでなく、ブルーカラー労働者も出世をめぐる競争に巻き込まれる。これに対
応するために、細かく設定された地位に基づいた序列を上昇するように制度設計される。
なお、昇進対象となる地位には限りがあるので、昇進とは別に昇格という形で地位の報酬
を与える職能資格制度が導入される4。 
労使関係においては、具体的な職務に基づいて雇用契約される場合、労働条件が職務ご
とに決定されるので、労使交渉も職務ごとに行うことが合理的になる。そして、同一の職
場であるならば、各企業の労働条件が同一であることが望ましい。よって、団体交渉が、
企業を超えた産業別のレベルで実施される。 
これに対して、雇用契約において職務が定められない日本型雇用システムの場合、職務
ごとに交渉することが困難である。さらに、個別企業における勤続年数や年齢を基準にし
て賃金額が決定されるので、企業を超えたレベルでの交渉に意義が見出しにくい。このた
め、労使関係に関する特徴としては、企業別組合があげられる。だが、より本質的な特徴
がある。それは、ホワイトカラー労働者とブルーカラー労働者とが包含された結果、これ
らの労働者を代表する組織としての性格を強く持つ点である。つまり、労使協議を行う組
織としての従業員代表機関と、団体交渉や労働争議を行う組織としての労働組合とが、企
業レベルで一体となっているのが日本における企業別組合の特徴である。 
                                                  
3 実際には、職務内の熟練度の向上に応じて賃金が上昇することはみられるし、勤続年数にもある程度比
例しうる。これに係わるのが、範囲給である。範囲給については、小池（2005）の第 4 章を参照。 
4 職能資格制度で設定される資格には、組織上の地位と一定の関係は保ちつつも直接は係わらない形で企
業内の汎用性がある。詳細は、仁田・久本（2008）の 92-93 頁を参照。 
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また、企業別組合による労使協議では、従業員代表機関と労働組合法上の労働組合との
どちらの立場にたつかで役割が異なる。従業員代表機関として求められるのは、労働者の
メンバーシップを維持することに加えて、技術革新に基づく職務の再編や経営状況の悪化
によるリストラクチャリングに関して集約された意見の伝達等である。一方で、労働組合
法上の労働組合としては、賃金等の労働条件を向上させるために経営側と団体交渉する。
その目的は、定期昇給時の引上げ額の上昇である。ただし、この交渉で決定されるのは、
賃金水準ではなく、企業の賃金総額を従業員数で割った平均賃金額の増加分に相当するベ
ースアップである。従って、個々の労働者の賃金額は、人事査定に委ねられる。 
ここまでの議論から、日本と中国との間からは、雇用契約に基づいて構築されるシステ
ムの差異が見出せる。具体的には、雇用契約において従事する職務が定められるかどうか
である。これを基にすることで、それぞれの雇用システムにおける特徴を捉えられる。ま
た、確立された雇用システムは、労働者に求められる技能を規定する。これらの違いにつ
いて、日本と中国とを比較するために必要なのは、産業および企業の特性を相対化させる
ことである。そこで、次節では、アーキテクチャ論に係わる概念について整序することに
よって、産業および企業の特性を相対化する。 
 
３．アーキテクチャ論および組織能力概念の整序 
 
本節では、アーキテクチャ論および組織能力に関する議論の成果について吟味する5。具
体的には、アーキテクチャ論の出発点である設計情報価値説、アーキテクチャの類型、組
織能力の概念およびその構造についてみる。 
はじめに、アーキテクチャ論の出発点は、企業が扱う製品や工程等が、基本的にあらか
じめ設計された人工物であるという認識である。この認識の基盤として存在するのが、「設
計情報価値説」である6。 
設計情報価値説においては、「アーキテクチャ（architecture）」とは、設計情報の抽象的・
形式的側面であり、人工物システムの設定形式に関する基本構想である。人間が構想して
                                                  
5 本節の議論は、木村（2011）の 5-30 頁に依拠する。 
6 設計情報価値説の出発点は、すべての財・サービスが「製品設計情報が素材というメディアに乗った」
ものとみなす製品観である。現代の製品には、あらかじめ設計された人工物という共通点がある。このと
き、供給者によって製品に託された設計情報が発信される。その情報を受信した消費者は、解読して顧客
満足を得る。つまり、消費者が消費するのは、設計情報の束である。 
 80
設計したシステムは、目標とされる機能と複数の構成要素が連結された構造とが対応する
ように設計される。つまり、論理的な人工物システムに関する設計・開発の段階は、機能
設計から構造設計へと推移する。 
よって、企業が商業生産し販売する「製品」の設計において求められるのは、要求され
る基本機能の構想、複数の下位機能群への展開、機能群と製品の各部分との対応である。
このように、製品機能と製品構造とをどのように対応させ、部品間の連結部分であるイン
ターフェースをどう調整するかに係わる基本的な設計構想、つまり、製品機能システムと
製品構造システムの対応関係が製品アーキテクチャとして定義される。 
次に、アーキテクチャの類型についてみる。 
製品アーキテクチャの分類基準には、インターフェースに係わる「部品設計の相互依存
度」と、設計情報の範囲に係わる「企業を超えた連結」とがある。これらの基準を基にす
ると、インターフェースに関して組み合わせのモジュラーか擦り合わせのインテグラルか
という軸と、設計情報に関して業界標準のオープン型か囲い込みのクローズド型かという
軸とがある。これらの軸を掛け合わせることで、2×2 のマトリックスを考えることができ
る。しかし、①オープン性の必要条件となるモジュラー性、②インテグラル型が最適設計
に調整するための基本設計が１社内で閉じられるためにクローズド型にならざるを得ない
という 2 点を考慮すると、オープン・インテグラル型という類型は存在しないことになる。
したがって、基本タイプとしては、「オープン・モジュラー型」、「クローズド・インテグラ
ル型」、「クローズド・モジュラー型」の 3 種類が考えられる。 
ところで、アーキテクチャ論に基づいて分析するためには、みておかなければならない
概念がある。それは、組織能力の概念に関する整序である7。なぜならば、生産工程の開発
ならびに改善、つまり、設計情報に関する経路の確立ないし変更される場合において、労
働者の技能に求められる性質が変化する可能性があるからである。よって、概念上考えら
れる組織形態が保有する能力を整理する。 
まず、ある企業が他者に優る安定的な競争力や業績をあげ続けている場合、その背後に
は、その企業が持つ独特の経営資源や知識の蓄積、あるいは従業員の行動を律する常軌的
な規範や慣行、すなわち組織ルーチンが存在するのではないかと推定される。このように、
その企業独特の組織ルーチンの束が、ライバルを凌ぐ成果をもたらしている場合、ルーチ
                                                  
7 組織能力の詳細は、藤本（2003ｂ）の第 2 章、藤本（2004）の第 3 章、藤本・桑島（2009）の第 2 章、
木村（2011）の第 2 章第 1 項を参照。 
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ンの体系全体が組織能力である。つまり、組織能力の定義は、「ある経済主体が持つ経営資
源・知識・組織ルーチンなどの体系であり、その企業独特のものであり、他社がそう簡単
には真似できないものであり、結果としてその組織の競争力・生存能力を高めるもの」で
ある。企業による組織能力の蓄積は、技術開発やデザイン、生産や調達、販売やマーケテ
ィング、物流や財務、法務や戦略構想等の多岐にわたり、他の企業と長期的に競争する。 
次に、日本企業に多くみられる組織能力の構造に関して、藤本が提示するのは、3 つの階
層である8。 
第 1 の層は、「ルーチン的なもの造り能力」である。具体的には、日常的な現場の生産活
動において、同じ製品を、競争相手よりも低いコスト、高い品質、短い納期で供給し続け
る能力である。 
第 2 の層は、「ルーチン的な改善能力」である。これに相当するのは、生産現場の改善活
動や新製品の開発等によって、生産工程や製品のレベルに関する改善を際限なく繰り返す
結果、着実にパフォーマンスを改善する能力である。 
第 3 の層である「能力構築能力」には、上述したルーチン的な組織能力そのものを競争
する相手よりも速く構築する能力が該当する。その本質は、システム創発のような渾沌と
した状況から何かを学ぼうとする学習能力にある。 
そして、企業の組織能力の進化に関して注目すべきことは、顧客である消費者のニーズ
や製品の評価能力が、時とともに高度化・洗練化することである。製品を供給する企業側
の組織や製品、技術と同様に、需要側のニーズも進化する。ここからは、企業におけるも
の造りの組織能力と顧客の評価能力とは、互いに影響しながら共進化することが見出せる。 
ここまでみてきた藤本によるアーキテクチャ論に対して、中川功一は、企業・組織を捉
える基本理論の 1 つである「企業の知識理論」の視角を導入する。そこから、製品アーキ
テクチャ論の再構築を試みる。以下では、その成果についてみる9。 
企業の知識という概念の前提は、経営資源の集合体として企業を捉える「資源ベースの
企業理論（resource based view of the firm）」である。そこで、資源ベースの企業理論から
みる。この理論における企業は、資本金・従業員・生産設備・技術・ブランド等の有形無
形の経営資源の集合体として捉えられる。一般的な資源の分類方法は、ヒト・モノ・カネ・
情報という 4 種類への区分である。これらの資産が結合した上で、機能するように形成さ
                                                  
8 藤本は、下記の 3 階層の組織能力を持つシステムを統合型もの造りシステムと呼ぶ。 
9 本節における中川に関する議論の詳細は、中川（2011）の第 5 章を参照。 
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れたのが組織である。上記した経営資源のうち、とりわけ重要な資源とされたのが、情報
的資源である。 
情報的な資源とは、物理的な形状を持たないものの、企業に係わる労働者の記憶やマニ
ュアル等の文章として、企業内部に蓄積された知的生産物の集合体のことである。その特
徴は、価値があり、希少であり、ライバルによる模倣が困難であることに加えて、企業内
部に組織として適切に組み込まれていることである10。すなわち、企業内部の情報的資源こ
そが、企業の資源の核になりうる。 
企業の知識体系に係わる情報的資源は、単独では機能しない。だが、無数に集まること
で、何らかの行動もしくは意思決定が可能になる。なぜならば、情報的資源は、常に他の
情報的資源と関連付けられて存在するからである。このように捉えられる企業の知識は、
当該企業の行動・思考を司る。例えば、企業がある行動をする際には、企業内部の情報的
資源の一部が動員される。このとき、企業が独自に蓄積・構築した知識体系に依存する。
結果として、企業固有の「らしい」行動がとられる。すなわち、企業内部に多数存在する
情報的資源の総体が、その企業の知識構造である。これに加えて、企業の知識には、企業
の行動および思考を規定する性質がある。 
まとめると、企業の知識理論に基づいた場合の組織能力は、「何らかの行動・意思決定を
行う上で機能する情報的資源の複合体」と定義される。このとき、企業の知識は、組織能
力の束として成立する。組織能力の範囲は、もの造りから販売、製品開発能力等の多岐に
わたる。それらが組み合わされることによって、ある事業部門の組織能力が形成される。
さらに、部門単位の組織能力が結合することで、より大きな単位の組織能力が形成される。
つまり、企業の知識は、基礎となる情報的資源が組み合わされる組織能力の階層構造とし
て捉えられる11。 
また、企業の知識という概念を念頭に置くならば、製品アーキテクチャと企業とから見
出せるのは、2 つのネットワーク構造である。具体的には、製品アーキテクチャから製品技
術を把握する一方で、企業の知識から企業が把握される場合、「コンポーネントのネットワ
ーク構造」と「組織能力のネットワーク構造」という 2 種類のネットワークとして捉えら
れる。このとき、製品内のコンポーネント間の関係が技術的に独立しているならば、それ
                                                  
10 これらの特徴に関しては、藤本（2003b）の 27-28 頁の議論もあわせて参照。 
11 組織能力の階層構造に関して、藤本が提示するのは、①「ルーチン的なもの造り能力」、②「ルーチン的
な改善能力」、③「能力構築能力」という 3 階層の構造であり、統合型もの造りシステムと呼ぶ。ただし、
もの造りの組織能力に限定した議論である点に留意する必要がある。詳細は、前掲書の 54-55 頁を参照。 
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ぞれの生産・開発に関する組織能力も、それぞれ独立した状態としておくことが適切な知
識構造になる。逆にいえば、コンポーネント間が技術的に関連し合う場合は、該当する組
織能力を結合させて、連携・調整する必要がある。つまり、2 種類のネットワーク構造は、
一致していることが望ましい。 
したがって、製品アーキテクチャの変化に対して組織が不適合を起こす要因は、両者の
ネットワーク構造間に発生した不一致によって、技術的課題が適切に解決できないことに
ある。具体的には、ある企業で発生した製品技術のネットワーク構造の変化に対して、組
織能力のネットワーク構造が適切に修正できれば、技術変化に対応できる。しかし、組織
構造の改編が十分に実施できない企業は、技術的課題の解決が困難になる。その結果、製
品アーキテクチャの変化への対応が難しくなる。 
本節における議論の成果は、以下のようにまとめられる。 
製品アーキテクチャおよび企業の知識という視角からは、技術は「製品を構成するコン
ポーネントのネットワーク構造」、企業は「知識（組織能力）のネットワーク構造」として
把握される。このとき、技術変化が意味するのは、コンポーネントのネットワーク構造の
変化である。 
ここから見出されるのは、企業経営上の課題である。それは、2 つのネットワーク構造間
で発生した齟齬の解消である。そこで、次節では、技術もしくは組織構造の変化への対応
策について分析する。これに加えて、「アーキテクチャの比較優位論」に基づいて日中比較
を行う。 
 
４．アーキテクチャの比較優位論から見出される技能の性質 
 
本節では、製品アーキテクチャの変化であるモジュラー化もしくはインテグラル化に際
して発生する変化とそれに対応するための方策とをみる。その上で、「アーキテクチャの比
較優位論」に基づいて、日本と中国とを比較する。ここでは、アーキテクチャの視角から、
日中それぞれと相性が良いアーキテクチャが何かを考察する。最後に、これまでの議論の
成果から、労働者の技能に関する日中の共通点ならびに差異を見出す。あわせて、労働市
場における構造的な課題についてみる。 
まず、製品アーキテクチャがモジュラー化した場合、企業に求められるのは、コンポー
ネント単位で独立した部門の組織と、各コンポーネント部門内で独自に知識を蓄積するこ
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とである。これによって、コンポーネントごとの開発で必要とされる固有の技術原理に対
する理解が促される。それだけでなく、特許および設計上のノウハウに基づいて具現化さ
れた製造設備や設計ツールが獲得される。すなわち、有形無形の情報的資源がコンポーネ
ント知識という単位で結集されるときに、優れたコンポーネントの生産・開発が可能にな
る。 
知識の蓄積に関しては、コンポーネントを担当する組織が独立した形で設計され、他部
門との調整に係わらずに活動できることが求められる。このため、集めるべき人材も、特
定のコンポーネントに関する専門家を集めた上で、当該領域の先端技術が結集された組織
にしなければならない。 
また、組織による学習対象では、特定コンポーネントにおける卓越性が求められる。こ
のときの労働者、とりわけリーダーに要求されるのは、係わる技術や産業の進化方向につ
いて、ある程度以上描くことである。なぜならば、当該コンポーネントでの優位性を確立
することによって、一定期間にわたる優れた業績をあげることができるからである。 
まとめると、モジュラー化した産業では、特定のコンポーネントならば競争できるとい
うようなコンポーネント単位の専門家集団の形成が重要になる。ここで形成される組織形
態は、コンポーネント専業企業群によるモジュラー・クラスターに加えて、社内モジュラ
ー・クラスターが考えられる12。これらのうち、後者は、コンポーネントごとに独立した多
数の組織体によって構成される。 
これに対して、製品アーキテクチャがインテグラル化した場合、システム全体に関する
知識が要求される。この状況下にある企業に必要なのは、企業内での協調的な知識創造活
動もしくは企業間の連携に基づく知識の創造から、システム知識を醸成することである13。 
システム知識は、特定のコンポーネントだけに限定される事業活動だけでは形成されな
い。それだけでなく、システム知識の形成に関しては、コンポーネント間の関係性に着目
する必要がある。すなわち、システム知識の形成に必要なのは、相互関係にあるコンポー
ネント部門同士の組織的な結合である。この結合は、協業による互いの技術的関連性に関
する理解を深化させる。これによって、製品システム全体に関する理解に基づくシステム
知識が形成される。 
結合された企業内部の組織構造としては、プロジェクト組織・製品別組織・マトリクス
                                                  
12 モジュラー・クラスターの詳細は、中川（2011）の 239 頁を参照。 
13 システム知識とは、固有のコンポーネントに関する知識ではなく、製品のシステム全体に係わる開発お
よび製造に関する理解の事を指す。 
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組織が考えられる。プロジェクト組織では、特定の製品モデルに関する専用プロジェクト
が組織される。そこでは、多様なコンポーネント部門から集められた労働者が、内部での
共同作業を通じて、システム全体の理解を進める。製品別組織の下にある個々の労働者は、
特定のコンポーネントに専門性を持つ。だが、それ以上に、製品としてシステム全体を統
合することに留意しながら日々の業務が行われる。マトリクス組織の場合、労働者は、特
定コンポーネント部門と製品別組織との両方に所属する。そこでは、業務の遂行状況に応
じて、特定の製品モデルのシステムへの統合とコンポーネント知識の蓄積とが図られる。
ただし、個々の労働者側からみれば、常に 2 つの異なる立場による学習および事業遂行が
課せられる。それ故に、運用には困難が伴う。 
また、企業間の連携に関しては、企業間の取引が上手く設計される必要がある。具体的
には、互いの知識や保有する資源、目的にあうような開発・生産の設定である。それだけ
でなく、内部組織での連携以上に、企業間での信頼が重要になる。 
あわせて、組織による学習過程からは、労働者が担当する特定のコンポーネント以外の
部分やシステム全体について、意識的に視野を拡大する必要が見出せる。 
インテグラル化による影響について整理する。インテグラル化の進行によって形成され
るのは、企業間もしくは部門間協業のネットワーク・モデルというべき産業システムであ
る。なぜならば、インテグラル型の製品アーキテクチャでは、企業の内外を問わずに他の
コンポーネントと連携する必要があるからである。それ故に、産業全体として、企業間連
携のネットワークが構築される。このネットワークの特徴は、部門間および企業間に存在
する協調関係である。このネットワーク下で求められるのは、既存のシステムに基づいた
協業関係を維持した上での発展である。 
ここまでの議論は、モジュラー化とインテグラル化とのいずれにおいても、理念型とし
て想定されたものである。しかし、実際には、極端なインテグラルないしモジュラーに振
れるわけではなく、中間的な様相もありうる。この場合、対応に必要な方策は、上述して
きたことの中間的なものになることが考えられる。 
具体的には、製品アーキテクチャのインテグラル化の度合いが中程度の場合、当該部門
間ならびに企業間関係ごとに、関係の深さの濃淡が存在する。なぜならば、技術的な関連
度合いが高い 2 部品間で協業が必要になる一方で、相対的に独立した 2 部品間では互いに
独立した事業活動を維持することが適切な対応だからである。それ故に、個別の部門間・
企業間関係に関する対応策の選択においては、製品アーキテクチャを深く観察することが
 86
重要になる。同じことが、単独の部門間関係からも見出せる。これに該当するのは、微妙
な技術的相互関係にあるコンポーネント間関係にある場合である14。この場合、各部門の開
発活動が、ほとんど独立した状態で行える。その一方で、一部で相互調整する必要が発生
する。すなわち、特定の部品間の関係に着目した場合でも、製品アーキテクチャのインテ
グラル度には広がりがある。それ故に、部品間の技術的関係についてみた上で、対応する
方法ならびに調整する水準を考えなければならない。 
まとめると、産業全体に係わる産業システムは、製品アーキテクチャが中間的な状態な
らば、モジュラー化とインテグラル化との間、つまり、モジュラー・クラスターと協業の
ネットワークとの中間的な状態になる。そのため、製品アーキテクチャが示す技術的相互
関係の濃淡が、企業間・部門間関係の濃淡に反映される。 
ところが、技術に関する流動性の高さによって製品アーキテクチャの変化が著しく速い
場合、知識構造を逐一修正したとしても高コストになってしまう。よって、ここで求めら
れるのは、知識構造の修正なしに製品アーキテクチャの変化に対応できる方策である15。具
体的には、環境変化を想定した組織と知識との準備である。とりわけ、企業の知識に関し
ては、製品アーキテクチャの変化を前提としたかたちで、システム知識とコンポーネント
知識との両方を蓄積する方法が有効である。なぜならば、インテグラルとジュラーとを行
き来する製品に対応するためには、単に知識を修正するだけでは適切な対応が困難だから
である。 
次に、「アーキテクチャの比較優位論」に基づいて、日本と中国とを比較する16。具体的
には、アーキテクチャの視角から、日中それぞれと相性が良いアーキテクチャが何かを考
察する。 
前節で分析対象とした組織能力には、ある特徴がある。それは、地域ごとに似たような
組織能力を持つ企業が集中して現れる傾向である。具体的には、特定の国ないし地域で、
ある時期に、似たような経験をした一群の企業は、類似した組織能力を形成する傾向を持
つ。要するに、歴史の積み重ねが組織能力の偏在をもたらす。それに加えて、特定の国な
いし地域に偏在する組織能力と、相性の良い製品アーキテクチャを持つ製品とが、当該国
ないし地域の得意製品となりうる。これが、「アーキテクチャの比較優位論」である。以下
                                                  
14 具体的には、技術原理は独立した 2 部品が、物理的スペースを奪い合うために、どちらかもしくは両方
の小型化について検討する必要がある場合が考えられる。 
15 この方策に関する詳細および事例は、前掲書の第 9 章を参照。 
16 アーキテクチャの比較優位論に関する議論は、藤本（2004）の第 5 章を参照。 
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では、日本と中国とのそれぞれについて、形成されたもの造りシステムとその歴史的な背
景についてみる。 
日本の場合、1950 年代から 80 年代にかけて、ヒト・モノ・カネ等の生産資源が相対的
に不足した。その中で、目前の市場機会を捉えて、一企業として成長することが図られた。
その結果として形成されたのが、統合型のもの造りシステムと相性の良い組織能力である。
具体的には、長期安定雇用や長期取引に基づいた緊密な相互調整やコミュニケーションに
よる情報共有が図られる。それ故に、インテグラル型製品の開発・生産に必要とされる「統
合型もの造りの組織能力」が、少なくとも諸外国の企業よりも形成されやすい。 
これに対して、中国の場合、ソ連型の研究開発システムが原点にある。ソ連型の特徴と
して見出せるのは、国家が中央集権的に行った研究開発の成果が、公共財として全国の工
場に支給される点である。このため、中国全土に散らばる工場は、研究開発機能をもとも
と持っていないことになる。つまり、国家の研究所を引き継いだ国営大企業を例外とする
ならば、ほとんどの中国企業は、歴史的な要因によって、研究開発資源が欠如した状態に
おかれた。 
このような状況下におかれた多くの中国企業は、改革開放によって多くの産業が勃興し
た他企業との競争で淘汰されないために、製品設計情報を何とかして入手して成長する市
場機会に対応することが求められた。この状況に対応するためにとられたのが、研究開発
資源を節約しながら、何らかの製品を生産して販売する方法である。具体的には、①ライ
センス等によって外資から正式に設計を導入、②非公式な外国製品等のコピー、③少ない
開発資源で市場ニーズに対応するために、コピー・改造部品を集めて新製品を「開発」す
る擬似オープン化、という 3 つである。このうち、多くの中国企業が採用したのは、3 番目
の「擬似オープン・アーキテクチャ」である。 
中国で見出されたアーキテクチャの擬似オープン化とは、インテグラル型の製品が、コ
ピーないし改造部品の寄せ集めによるオープン・モジュラーまがいのアーキテクチャへと
換骨奪胎される過程である。この過程は、既設計部品の寄せ集めで最終製品が組まれると
いう意味では、本来のオープン・アーキテクチャと共通する。このため、寄せ集めた部品
のバリエーションが急速に展開される。しかし、用いられる部品およびインターフェース
は、事前に設計されたものではなく、コピーした部品が強引に汎用部品へと読み替えられ
る。それ故に、擬似的である。要するに、この過程では、オリジナルの製品のコピーが行
われる。最初はライセンス契約に基づく正規の場合が多い。その後、やがては、多くの地
 88
場企業によって、正規でない形でコピーされ、コピー部品メーカーが乱立する。結果とし
て、コピーないし改造された部品が、擬似的な汎用部品になる。 
また、擬似オープン・アーキテクチャ化には、差別化が困難という一面がある。これが
もたらすのは、藤本が「技術的ロックイン」と呼ぶ現象である。具体的には、元になる製
品の発生も出るが乱立する一方で、そこから離れたオリジナルモデルは発生しにくい。こ
れらは、自前で研究開発する企業が、その費用を負担せずにただ乗りする他企業との価格
競争に敗れることを示唆する。つまり、技術投資の回収が困難になるので、高性能なイン
テグラル型の製品への第一歩が踏み出せない。これが、技術的ロックインであり、中国の
製造業にとって長期的な課題である。 
技術的ロックインの過程からは、ある種の累積的なサイクルが見出せる。具体的には、
ある産業の組立メーカーが、部品メーカーの局所的擦り合わせによるコピー部品の集成モ
ジュールに対応して、市販品方式によるコピー部品の寄せ集め購買を選択する。これによ
って、当該産業における競争では、短期のリードタイムとコストとが重視される。その結
果、市場で淘汰されないように、コピー部品の寄せ集め、つまり、擬似オープン・アーキ
テクチャを選択せざるを得なくなる。 
この累積的なサイクルによって、フォカル・モデルに関するアーキテクチャの知識と部
品に関する知識の蓄積とが、多数の企業間に分散する17。このサイクル下では、部品メーカ
ーによる局所的な擦り合わせは、フォカル・モデルのコピー部品間における、物理的イン
ターフェースに関する交差の水平的調整に焦点が当てられる。この状況においては、フォ
カル・モデルの形状をコピーすることにしか経済的なインセンティブを見出せない。つま
り、部品の形状分析や背後にある機能的な設計思想の解明等の根源的な問題に対して、リ
バース・エンジニアリング活動によって解明する動機は強くない18。これは、組立メーカー
側に対しても、コピー部品の開発は部品メーカーに任せる傾向を強める。それ故に、製品
全体のアーキテクチャに関する知識の蓄積がますます困難になる。 
そして、擬似オープン・アーキテクチャならびに技術的ロックインに関する論点として
見出せるのは、これらの影響が及ぶ範囲である。 
完成品の場合、低価格帯の普及品では擬似オープン化の影響が大きい。これが、トラッ
                                                  
17 フォカル・モデルは、模倣対象を指す。詳細は、藤本・新宅（2005）の第 4 章を参照。 
18 リバース・エンジニアリング活動とは、物理的な部品や製品からそれらの設計図面等の技術データを復
元するプロセスである。換言すれば、製品機能と製品構造との間の因果関係を逆探知する活動である。詳
細は、前掲書の 91-95 頁を参照。 
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ク系からセダン系の自動車へというように、インテグラル型の要素が強くなるにつれて、
擬似オープン化の影響は小さくなる19。このように、必ずしもすべての製品において、擬似
オープン化が進行しているとはいえない。要するに、アーキテクチャの擬似オープン化が
起こった製品の場合、完成品で市場シェアを確保することは困難である。これに対して、
部品の場合、組立では利益の出にくい製品であったとしても、中核部品ないしハイテク部
品に特化する戦略がありうる20。 
ここまでの議論を簡潔に整序する。 
まず、日本と中国との企業から見出される特徴について整理する。 
日本企業の場合、生産資源が乏しい中で、組織能力の構築が競われた。その結果として
形成された統合型もの造りの組織能力は、試行錯誤的な探索能力の相対的な高さから、イ
ンテグラル型の製品と相性が良いと考えられる。 
これに対して、擬似オープン・アーキテクチャを採用した中国企業は、事業展開の速さ
という点で強みを発揮した。その一方で、独自の要素技術が育たないことに加えて、差別
化が不十分な企業が多数参入してために、技術的ロックインが発生した。その結果もたら
されたのは、競争の激化、価格の下落、市場の急激な拡大等である。それ故に、多くの企
業は利益を生み出せず、次の技術投資もおぼつかないという状況に陥った。 
次に、アーキテクチャ論の視角からみる。 
日本の場合、「統合型もの造り」が追及された。統合型もの造りでは、現場組織のチーム
ワークによって設計情報の滞留を最小化するように、常に改善が試みられる。このように
して形成された組織能力は、設計の各部分を最適化するために部品や設備をそのつど特殊
設計する製品、つまりインテグラル型の製品と相性が良い。 
これに対して、中国の場合、地場企業による擬似オープン・アーキテクチャ化によって、
モジュラー型の製品と相性が良い。また、中国の地場企業の一部は、外国企業の設計した
基本モデルをコピーするとともに、局所的な擦り合わせによる製品差別化を一定程度達成
している。この意味では、単純に寄せ集めるというよりも、組織能力とアーキテクチャと
の共進化の萌芽が見出せる。 
                                                  
19 トラック系とは、車の車体部分と車台とが比較的はっきり区分され、各々機能を分担するややモジュラ
ーよりの自動車を指す。これに対して、セダン系とは、モノコックボディという、薄い鉄板を張り合わせ
て強度や剛性を出す方式で生産される自動車を指す。 
20 藤本（2004）では、この戦略の例として、パソコンのインテル、自転車のシマノ、ブラウン管のガラス
を扱う旭硝子やコーニング等があげられる。 
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ただし、その水準は、あくまでも外国で設計された基本モデルの引力圏に囚われた局所
的な擦り合わせであり、十分な超過利潤を生み出すほどの価値を生み出しているとはいえ
ない。つまり、この進化は、国際的に通用する独創的なモデルを誕生させる水準には到達
していない。このため、中国の企業は、地場企業との激しい価格競争に巻き込まれた結果、
研究開発資源の不足につながり、既存の設計の引力圏にロックインされる。いわば、擬似
オープン・アーキテクチャによって膠着状態に陥っている。 
最後に、労働者の技能に求められる役割について分析する。 
労働者の技能に関して、日本企業と中国企業とでは、期待される役割に関する際が見出
せる。日本企業の場合、設計情報の創造と転写とが、高い精度と密度とで行われるように
形成される。これに対して、中国企業の場合、主として企業外部に存在する製品設計に基
づくことによるコストの低下への対応が期待される。 
また、日本企業と中国企業とでは、直面する課題も異なる。 
日本企業の場合、雇用システムおよび製品との相性によって、擦り合わせに係わる能力
が過剰になりやすい。それ故に、製品ならびに生産工程の開発、いわばシステムの構想に
必要とされる技能の形成と、その活用が求められる。 
一方で、中国企業にとっての課題は、擬似オープン・アーキテクチャによる技術的ロッ
クインからいかに脱却するかである。この課題を克服するための方策として考えられるの
は、既存の設計が保有する引力圏から離脱することである。具体的には、特定の産業に係
わる企業群による上位団体および政府による製品の標準化である。これによって、当該産
業で労働者に求められる技能水準の向上が可能になる。換言すれば、中国における産業特
殊的技能ないし地域特殊的な技能の確立が、課題克服のための方策として考えられる。 
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